
206　社学研論集　Vol. 6　2005年9月

論　文

アイゼンハワー政権とブリッカー修正

西　川　秀　和*

はじめに

ブリッカー修正とは,1951年から1957年(1)に

かけて,ブリッカー上院議員(JohnW. Bricker)

を中心としたグループにより提議された憲法改

正案である。 それは,「第二次世界大戦以来,外

交をめぐり行政府と立法府間で行なわれた争い

の中でも最も重大な争いの一つ」[Garrett

1972:189]であり,「アメリカの外交政策形成を

リードするのは,大統領か議会のどちらか」

Schubert1954:258を問うものであった。 本

稿の目的は,ブリッカー修正の骨子を説明した

うえで,アイゼンハワー政権にとってのその重

要性と,アイゼンハワー政権がとった対応を明

らかにすることである。

l. 外交に関する大統領と議会の関係

本論に入る前に,ブリッカー修正が提議され

る以前の外交に関する大統領と議会の関係を本

節で大まかにまとめておく。

19世紀後半,約半世紀にわたって上院は,

1898年の平和条約を除いて,多くの重要な条約

を拒否し,外交権限のバランスは大きく議会の

方に傾いていた。 しかし,20世紀初頭,セオド

ア・ローズヴェルト(TheodoreRoosevelt)が

大統領としてのリーダーシップを積極的に発揮

することにより,そのバランスは,徐々に大統

領の方に傾いていった。 その後,ウイルソン政

権期にアメリカは第一次世界大戦に参戦した

が,戦時には大統領が最高司令官として絶対的

な権限を持つことから,それに伴い大統領の外

交権限は拡大の一途を辿った。 しかし,大戦終

了後,議会は戦時の樫櫓から解放されたと感

じ,終戦に伴う平和条約締結を,外交権限を取

り戻す絶好の場としてとらえ,外交権限を再び

手中に収めるために条約締結権を最大の武器と

して活用した。

ウイルソン(WoodrowWilson)が全国的な

キャンペーンまで敢行したのにもかかわらず,

議会が,国際連盟に合衆国が加盟するのを許さ

なかった原因は,第一次世界大戦後,孤立主義

への回帰傾向が強くなったことのみならず,議

会が,外交権限を取り戻そうとしたことにもあ

る[Holt2000:121-307]。

外交権限を取り戻そうとする議会の試みは成

功し,真珠湾前夜まで主導権を振っていたのは

議会であった。 事実,フランクリン・ローズ

ヴェルト(FranklinDelanoRoosevelt)は,
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1937年10月5日に行なった所謂「隔離」演説

(Quarantinespeech)により,日独伊を隔離し,

集団安全保障体制にアメリカが参加することを

説いたが,これは結局失敗に終わっている

[CampbellandJamieson1990:112-113]。 だが真

珠湾攻撃以降,戦時の雰囲気の中で,世論は大

統領の権限強化を求める傾向にあったので,フ

ランクリン・ローズヴェルトは最高司令官とし

て,議会の意向をほとんど気にかけることなく

外交を推し進めていた。 中でも枢軸国に対する

無条件降伏の要求,ヤルタ会談といった多くの

重要な決断はほぼ大統領の独断で決定されてい

る[Ambrose1991/1992:124-125]。

フランクリン・ローズヴェルトの急逝後,副

大統領のトルーマン(HarryS. Truman)が大統

領職を引き継いだが,フランクリン・ローズ

ヴェルトの政治的影響力をも同時に引き継いだ

わけではなかった。当初,トルーマンの一般的

なイメージは「ミズーリから来た小男」という

ものにすぎず,殊に外交分野に関しては全くの

素人だと評価されていた。 一方,トルーマンが

恐れていたのは,議会が戦前の孤立主義に回帰

してしまうことであった[Rourke1983:1-18],

1947年から1949年の間,議会の多数派を共和

党が占めているという状況の中で,トルーマン

は,冷戦において極めて重要な政策であるト

ルーマン・ドクトリンとマーシャル・プラン等

に対する議会の支持を取り付けることに成功し

た。ところが,1950年に勃発した朝鮮戦争で

は,議会の承認を取り付ける労を取らず,あく

まで「国連による警察行動」という立場に固執

し,さらに戦争目的の変化についても議会に関

与させなかったことから,議会の支持を大幅に

失った[Ambrose1991/1992:124-1251cブリッ

カー修正は,まさにこのような時局の下,その

第一案が提議されるにいたったのである。 た

だ,プリッカー修正は,先述の通り,トルーマ

ン政権末期の1951年からアイゼンハワー政権期

の1957年にかけて提議されたものであり,本稿

の目的は,アイゼンハワー政権にとってのその

重要性と,アイゼンハワー政権がとった対応を

明らかにすることであるから,トルーマン政権

末期に提議された修正案については特に触れな

いものとする。

2. ブリッカー修正とその背景

「第一節この憲法に列挙されているいかな

る権利をも侵害しもしくは制限する候約の規定

は,効力を有しない。 第二節いかなる候約も,

この憲法に列挙されている合衆園内にある市民

の諸権利もしくはその他普然に合衆国の園内管

轄に属する事項を監督し統制しもしくは裁判す

る権利を外囲又は国際機閲に許興してはならな

い。第三節候約は,連邦譲合の通告な立法に

よってのみ合衆国の国内法として有効になる0

第四節すべての行政協定もしくは大統領が国

際機閲,外囲またはその代表者と結ぶその他の

協定は,法律によって定めた方法で,かつその

範囲内においてのみ締結される。 協定は,本棟

が僚約,もしくは債的締結に課する制限に服す

る」[久保田1955:101]

以上は,第八十三議会に1953年1月7日,上

院合同決議案第一号として提議された憲法修正

案である。この修正案は,憲法の最高法規性を

定めた憲法第六条第二項を修正しようと意図し

たものである[Schubert1954:260]。 ブリッ

カーが上院に提議した憲法修正案はもちろんこ

れ一つではないが,この第八十三議会上院合同
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決議案第一号が,所謂「ブリッカー修正」の名

で知られる一連の憲法修正案の中で最も代表的

なものである。ブリッカー自身の言葉によれ

ば,「条約や行政協定により,アメリカ国民の基

本的権利が侵害されることを防ぎ,また本質的

に〔アメリカ国民に〕帰属する主権が犠牲にな

ることを防ぐ」[GovernmentPrintingOffice

1953a:1948]ためにはこうした憲法修正は必要

不可欠なものであった。

なぜ1950年代にこのような修正が提議される

ことになったのか0それは,ブリッカー修正の

賛同者達の多くが,孤立主義的傾向を持ち,ア

メリカの国家主権が,国連と戦後の外交方針を

左右していた国際主義者達によって損なわれる

のではないかと危供していたからである。さら

に彼らはSEATOのような条約を基にした機構

が設立されることにより,議会の宣戦布告権

が,大統領や外国政府の手中に陥りかねないと

考えていた[PyleandPious1984:246-247]。さ

らに1950年代のアメリカでは,リトルロック事

件で象徴されるように,人権は冷戦構造の中で

特別な意味を帯びていた。なぜなら冷戦期にお

いてアメリカは,ソ連圏における残虐行為や自

由の抑圧といった「人権侵害」を批判するとい

う基本的スタンスをとる一方[西川2005],ア

メリカ国内での人種差別は解消されたとはいえ

ない状況にあり,国連やその他の国際機関が主

導する「人権条約への参加は,国内の人権状況

を共産主義諸国を含む他の締約国の監視下に置

く危険な行為として認識されるようになった」

[小野2001:53]のである。

中でもプリッカーが特に危倶していたのは,

何らかの国際機関によって合衆国の主権やアメ

リカ国民の基本的権利が損なわれることであっ

た。それはブリッカーの次の言葉によく現れて

いる。

「国連は危険な野望に駆り立てられている。

その野望とは,世界のあらゆる人々に政治経済

両面にわたる権利と義務を規定し押し付けよう

というものである。野望を達成する手段とし

て,国連とその下位組織は,全地球的な条約を

いくつか準備している。多くのアメリカ人は,

国連が,国連憲章の条文の下で国際平和と安全

を維持する重要な役割を担っていると思ってい

る。だが,もし〔国連が〕基本的人権を管轄す

る権限を要求し,国家主権を脅かす場合,愛国

的なアメリカ人なら国連を支援することはでき

ないだろう」[GovernmentPrintingOffice

1951b:10795

またブリッカーは,ダレス(JohnFoster

Dulles)が国務長官に就任する以前に行なった

ルイヴイル演説(2)を,自説の根拠として引用し

ている。

「条約締結権は絶大な権力であり,濫用され

やすい。条約は国際法を形成し,また国内法を

も形成する。我が国の憲法の下では,条約は国

の最高法規となる。条約は憲法を超越すること

ができる一方,議会法は憲法に従わなければ無

効であるので,条約は,実際,通常法よりも上

位のものである。例えば,条約は,議会から権

限を奪い,それを大統領に与えることもでき

る。そして州から権限を奪い,それを連邦政府

や何らかの国際的組織に移譲することもでき

る。また条約は,権利の章典によって人民に与

えられた権利を損なうこともありうる」[Gov

eminentPrintingOffice1952:5220]o

ブリッカーは,国連によって様々な形で準備

されている多くの条約が,もし批准されれば,
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悲劇的な結果を生むということをダレスは言い

たかったのだと解釈している[Brickerand

Webb1954:531]。 ブリッカーは,決議案提出

後,その各節について上院で説明を行ってい

る。まず第一節は,「『権利の章典』が人々に保

障する権利が条約によって無視されることがな

いように」[GovernmentPrintingOffice1953a:

1948]し,条約に対する合衆国憲法の優位性を

明らかにするものである。建国の父達は,条約

が,国内問題に関する立法の道具として利用さ

れるような事態を全く想像していなかったので

条約締結権に対して制限を設けるべきだとブ

リッカーは主張した. 第二節は,「国際組織が条

約により,アメリカ市民の純然たる国内の諸権

利,または本質的に国内的な諸問題に介入する

のを防ぐことができる」[GovernmentPrinting

Office1953a!1949]ようにするものである。 第

三節は,「[合衆国]憲法は,条約が立法過程を

経ずに国内の最高法規となることを認めている

点で特異である」[GovernmentPrintingOffice

1953a:1952]点を改善しようとするものであ

る。第四節は,「行政協定に条約締結権における

制限と同じ制限を課そうというもの[Goivern

meritPrintingOffice1953a:1952]である。行政

協定は,条約と異なり議会の承認を必要としな

いのにもかかわらず,条約同様に国内の最高法

規となっているのが問題であり,条約締結権に

制限を課す一方で,行政協定にも制限を課さな

ければ,片手落ちになるというのがブリッカー

の考えであった。すなわち,第四節は,「立法分

野における『無法地帯』をなくすこと」[Gov

ernmentPrintingOffice1953a:1952]がねらい

である。そもそも行政協定は,建国初期におい

て,西部の開拓に伴う土地買収の際に結ばれた

のが端緒である。第二次世界大戦後,その締結

数は飛躍的に増大し,大統領の外交権限拡大に

重要な役割を占めるようになった[久保1993:

115-116]。最後にブリッカーは次の言葉で発言

をまとめている。

「もし世界がアメリカに,基本的人権は国家

からの賜物であり,それ故,条約により規定で

きると納得させようとするなら,アメリカは本

当に深刻な危機を迎えるだろう。それはまさに

アメリカ最大の危機である。合衆国と世界に迫

る重大な危機に立ち向かうために,合衆国憲法

修正こそが適切なる防御策である」[Govern

meritPrintingOffice1953a! 1953]

ブリッカーの観点では,上院の現状は,条約

作成の際,上院に意見を求めるようにと大統領

に嘆願するのが精一杯であり,憲法に明記され

ている「助言」という言葉は,もはや意味をな

していないというものであった。そもそも上院

が建国当初,第一議会で助言する権利を放棄し

ていなかったなら,ヤルタやポツダムといった

大失敗は起こりえず,自由を愛する数百万の人

民がクレムリンの暴君によって苦しめられるこ

とはなかっただろうとブリッカーは述べている

[GovernmentPrintingOffice1951a! 2969]o」

らに行政協定についてブリッカーは,議会の認

可を経ずして大統領が行政協定を違法に結んだ

が故に,合衆国は今日,様々な困難に直面して

いるのであり,そうした深刻な情勢に鑑みれ

ば,国際条約に対する憲法の規定を明らかに

し,行政協定の範囲を規定することは必要不可

欠であると述べている[GovernmentPrinting

Office1951c:113611c

条約締結権に関しては,早くも『ザ・フェデ

ラリスト』の中で,「条約を締結する権限は,と
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りわけ,それは戦争,和平,および通商に関連

しているので,重要な権限の一つであり,した

がって,それは,その目的に最も適した人びと

により公共善に最も貢献する方法で行使される

よう,用意周到な安全策をともない,最高の信

頼度を確保できるような方式でのみ委託されな

ければならない」[Hamilton,etal.
1873:483]と

ジョン・ジェイ(JohnJay)が論じている。ジェ

イは条約締結権の重要性を説いてはいるが,そ

れに制限を課すべきだとは言っていない。「ど

のような性質の条約であれ,その交渉の過程で

は,完全な秘密保持と迅速な処理が往々にして

要請される」[Hamilton,etal.1873:485]ので,

「条約を締結する際に大統領は上院の助言と同

意により行動しなければならないから,熟慮し

たうえで大統領は機密情報を管理することがで

きる」[Hamilton,etal.1873:486]とジェイは述

べている。さらにジェイは,条約締結権の管轄

について,「人民が立法部に法律を制定する権

限を与えたからといって,市民が拘束され影響

を受け得る,その他すべての主権行使の権限

を,同様に立法部に与えるべきだということに

はならない」[Hamilton,etal.
1873:487]と論

じ,条約締結権が完全に立法部の管轄にあるわ

けではないことを明白にしている。しかし,条

約が,国内問題に関する立法の道具として利用

されるような事態を想定したうえで,ジェイが

このように論じたのかは走かではない。ブリッ

カー自身が『ノートルダム・ロイヤー』に発表

した論稿でも,『ザ・フェデラリスト』が引用さ

れてはいるものの,以上に示したジェイの論点

には言及していない[Bricker1954:532]。

ブリッカーは,大統領が議会に諮ることなく

条約締結権や行政協定を悪意的に利用すること

を阻止しようと考えていたようであるが,優先

されるべき目的は,先にも述べた通り,何らか

の国際機関によって合衆国の主権やアメリカ国

民の基本的権利が損なわれることを阻止するこ

とであった。そのためブリッカーは,合同決議

案第一号が大統領の条約締結権を著しく制限す

るという反対意見に対して,そうした制限は大

統領にのみ課されるのではなく,議会にも課さ

れるものであると述べ,ついで大統領と議会の

権力配分のバランスを乱すという反対意見に対

しては,合同決議案第一号の目的は「大統領,

上院,そして議会全体の権力を抑制し,個々人

の自由を守ることにある」[GovernmentPrint

ingOffice1953b:10823]と弁明している1953

年4月28日にアメリカ商工会議で行なった演説

でも「我々は,大統領と上院による条約締結の

手法を変えようとは意図していない」[Go-ivern一

mentPrintingOffice1983:1809]とブリッカー

は述べ,さらに修正によりアメリカ国民の権利

が守られるはずだと繰り返し強調している。

つ

まり,ブリッカーにとって,合同決議案第-号

は,外国と交渉を行なう大統領の排他的地位を

損なうものではなかったのである。

3.アイゼンハワー政権の対応

「私の見解では,上院が上院合同決議案第一

号,もしくはその決議に原則的に賛同する議員

によって提案された代案を通過させた場合に

は,我々が行なおうとしている事業に深刻な影

響が及ぶことになるだろう(3)」とダレス国務長

官は,ブリッカー修正が外交政策決定にどのよ

うな影響を及ぼすかというアイゼンハワー

(DwightD.Eisenhower)の問いに対して答え

ている。
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ブリッカー修正が議論の的となっていた1950

年代,アイゼンハワー政権は,原子力エネル

ギーの平和利用に関する交渉,北大西洋条約の

核となる欧州防衛共同体に関する交渉,西太平

洋とアジアでの集団安全保障体制構築に関する

交渉などを各国政府と活発に行なっていた。 北

大西洋条約に関して結ばれた行政協定だけでも

その数は,約一万にも及んでいた[Dean1953:

5]。そのような状況下で,ダレスは,ブリッ

カー修正に対して「我が国が外交を行なう上で

の深刻な障害」[GovernmentPrintingOffice

1983:1786]となるものだとはっきり反対の意

を示している。 またダレスにとって,ブリッ

カー修正はアメリカの外交における新たなる孤

立主義時代の先駆けとなりうるものでもあった

[Curry,etal. 1989:161]。

ダレスは,ブリッカー修正成立を阻止し,さ

らにアイゼンハワー政権が共和党の綱領を守っ

ていないというブリッカーの批判に応えるため

に,人権条約や女性の政治的権利に関する条約

などを締結しないことを約束した[Schubert

1954:273-274]が,もともとダレスは,ジェノ

サイド条約やその他の人権に関わる諸条約を合

衆国が批准したとしても,ソ連圏に属する諸国

のうち条約を批准する国はほとんどないだろう

し,仮に批准したとしても遵守される可能性は

低いため,条約自体の意義が薄れてしまうだろ

うと考えていた。それ故,人権条約に関しては

締結しないと約束しても,ダレスにとって全く

問題はなかったのである(4)トルーマン政権に

引き続き,アイゼンハワー政権もブリッカー修

正に対して反対を唱えていた[Dean1953:2]。

ただその反対は,強硬な手段によりブリッカー

修正を破棄させようというものではなく,大統

領の外交権限に制限が及ばないような形で妥協

案を探るという形で行なわれた。

アイゼンハワー大統領自身が,公式な場でブ

リッカー修正について初めてコメントしたの

は,ブリッカーが修正案を提議してから二ケ月

ばかり経過した1953年3月19日の記者会見(5)の

席上であった。

記者(6)蝣「昨日,ブリッカー上院議員があなた

と話し合った条約に関する憲法修正を支持

されますか」

大統領:「たとえスタッフの前だとしても,

私がこれまでに聞いた論争の中で最も論議

を呼ぶものの一つであることは確かだ。 古

い格言を一つ,人には二つの耳と一つの舌

がある。 だから私は,他の所でよりも二倍

も静かにするように努めなければならな

い。 憲法修正は非常に議論を呼ぶものであ

る。 憲法修正について議論している人々

は,本当は憲法を修正しようとはしていな

いと思う。 彼らが言おうとしていること

は,『我々は憲法が損なわれるようなこと

がないようにしている』ということであ

る。 ちょっと考えてみると,これは少しお

かしなことだと思えてくる。 憲法を同じま

まに保全するた捌こ憲法を修正すると言っ

ている0 でもこうしたことは,別に大統領

が決定を下す必要もないことである。 御存

知の通り,憲法修正が成立するにしても,

下院の三分の二,上院の四分の三の賛成が

必要なだけであって,大統領はその数に

入っていない」

アイゼンハワーのこうした答え方は,大統領

は修正論譲に関して局外に立っているというイ

メージを与え,ブリッカー修正に対して反対す
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る姿勢を隠すやり方である。さらに一週間後の

記者会見(7)では,アイゼンハワーは以下のよう

に答えている。

記者(8)蝣「大統領,ブリッカー修正について先

週の動きを追ってみたいと思います。ブ

リッカー修正は,特に大統領が憲法上の責

任を有する条約締結権に関連しています

が,この修正はあなたの外交を制限するこ

とになると思いますか」

大統領:「ブリッカー修正は,私のために国

務長官が分析してくれた通り,私が理解し

ているところでは,大統領が我が国の外交

を効果的に行なうために必要とされる権限

を何らかの形で制限するだろう。とはい

え,それが修正の意図であると言うつもり

はない。修正案を起草した人々や,それを

支持する人が,修正は合衆国の利益にな

り,合衆国内の国民個々の権利を擁護する

と信じていることは全く疑いのないこと

だ。 私は,修正により我が国が不利益を被

る,特に大統領が,非常に複雑かつ困難な

状況で必要とされる柔軟さを発揮できなく

なるのではないかと思っている」

ブリッカー修正成立阻止にアイゼンハワーが

どのような政治的リーダーシップを発揮したか

を研究したタナンボーム(DuaneTananbaum)

は,この1953年3月の記者会見上でのアイゼン

ハワーの発言をめぐって「国務長官」を引き合

いに出したのは非常に「周到な」言い回しで

あったと評している.
タナンボームのこの評言

は安当な見方を表しているように思われる。ア

イゼンハワーは,政策決定を行なう上で,「見え

ざるリーダーシップ(hidden-handleader

ship)」を発揮し,政権内部で積極的な役割を果

たしていたが,公的な場では自身の関わりを小

さく見せようとしていた[Tananbaum1988:771

79]。

こうした記者会見場の発言の背後には,ブ

リッカー修正に関して政権に非難が及んだ場

合,非難を大統領にではなくダレス国務長官に

集中するように仕向けるという戦略が秘められ

ていた。事実,ブリッカーは『ノートルダム・

ロイヤー』に寄せた論稿の中で,アイゼンハ

ワーを全く批判することなく主にダレスを批判

している[Bricker1954:547-548]。この戦略が

採られたのは,非難をダレスに集中させること

で,修正問題以外の諸問題についてブリッカー

と大統領が協調していけるようにしなければな

らなかったからである。つまり,ブリッカー修

正問題に過度に関与することにより,ブリッ

カー修正を支持する共和党上院議員の反発をか

い,その他の政策実現に支障をきたすことをア

イゼンハワーは恐れていたのである[Garrett

1972:196-197]t実際,アイゼンハワーは,この

大切な局面において,自ら積極的に反対を唱え

ようとはしなかったのである。

ブリッカー修正は,1953年6月15日の司法委

員会による改訂(9)を経たが,その改訂の際に所

謂「ウィッチ・クローズ(whichclause)」の是

非をめぐって大きな論争が巻き起こった。

「ウィッチ・クローズ」導入のねらいは,条約に

対する憲法の優位性を確認し,さらに州に条約

を拒否する権限を与えることであった

[Bricker1954:540-542]。もちろん,この条項は

アイゼンハワー政権にとって受け入れがたいも

のだった。なぜなら,州に条約を拒否する権限

を与えることは,外交政策の分裂を招き,大統

領の外交権限を弱化させるものだからである。
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アイゼンハワーは7月1日の記者会見(10)で,

「どんな条約であれ,憲法をなおざりにしたり,

とって代わったりすることはない」と述べて,

条約に対する憲法の優位性を確認した一方で,

「憲法によって規定された伝統的な権力分立と

必要不可欠な調和を妨げるようなことには決し

て同意しない」と修正の行き過ぎを牽制しよう

としている。

しかし,アイゼンハワーのこのコメントに対

して新聞各紙は,概ね冷淡な批評をしている。

その論調は,合衆国憲法や国内法に抵触するよ

うな条約を国連が準備している状況の下で,ア

イゼンハワーが,条約は憲法や国内法に取って

代わるようなことなどないとおざなりに片付け

たのは驚きであり(ll)ブリッカー修正は,国際

的な権力からアメリカ市民を守るために必要で

あるから,何故アイゼンハワー政権が代案を出

し,妥協しようとしているのかわからないと

いったものであった(12)。

こうした状況の下,7月17日の閣僚会議でダ

レスは,アイゼンハワーに,ブリッカー修正に

ついて,水面下で交渉を続けるか,それとも大

統領の立場をすべての上院議員にはっきり示す

か,そのいずれかの立場を示せと決断を迫った

[GovernmentPrintingOffice1983:1824]。 さら

に7月21日,ダレスとブローネル司法長官

(HerbertBrownell)は,プリッカーに妥協案を

示したが,ブリッカーはそれを受け入れること

を拒否した。この時点で政権側は,ブリッカー

との妥協を断念し,ノーランド上院議員(Wiレ

liamF.Knowland)に政権側の妥協案をブリッ

カー案に代わる案として提議するように依頼し

た[Tananbaum1988:108-109]。 アイゼンハ

ワーは,ノーランド上院議員に,「現状のブリッ

カー修正を認めることは,海外の同朋と敵双方

に,アメリカが国際問題におけるリーダーシッ

プを放棄すると伝えるようなものだ」[Garrett

1972:198]という公開書簡を送付し,ブリッ

カー修正に対して反対の姿勢を明示していた。

ノーランド案とブリッカー案は,憲法に抵触す

る条約は無効であるという条項については同じ

である。しかし,ノーランド案は,行政協定に

関する節とウィッチ・クローズが削除されてい

る点でブリッカー案と大きく異なる[Dean

1953:3]。このノーランド案について,1953年

7月22日,アイゼンハワーは以下の公式声明(13)

を発表した。

「ノーランド上院議員は今日,合衆国憲法修

正決議を提議した。その目的は,大統領によっ

て締結され,合衆国の代表として上院の三分の

二が同意した条約は,憲法を凌駕するものでは

ないと保証することである。 修正決議は,条約

と行政協定は憲法を侵害してはならないと規定

している。(中略)0 私はこの決議案に無条件の

支持を与えている。我が国の政体の下では,大

統領は外交を行なう責務を担っている。 すべて

のアメリカ人は,これこそが一貫した共和制の

歴史の中で,うまく機能してきた伝統的な施策

であると知っている。私は,大統領が外国政府

と交渉する際に必要とする能力を奪うような修

正には反対するが,憲法に反して大統領権限が

行使されないようにするノーランド修正には進

んで支持を与える。大統領のすべての行いは,

国内であれ,外交であれ,憲法の保障する範囲

内でなければならない。つまり,伝統的な条約

締結権を改変し,大統領が憲法によって保障さ

れている形で外交を行なうことを阻害するよう

な修正に対して,私は一貫して反対している。
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今日,歴史上かつてないほどに,我が国は諸国

と協定をうまく結んでいく必要がある。大統領

として私は,憲法擁護の誓いをなした。私はそ

れ故,大統領の伝統的な外交権限を損なうよう

ないかなる改変にも反対する」

この声明は,ノーランド案に対する支持を明

らかにすることにより,ブリッカー案成立を阻

むことがねらいである。ノーランド案に対する

支持を示しつつも,大統領の外交権限を阻害す

ることが憲法に背くことであると示唆すること

で,ブリッカー案に対する支持を喪失させよう

としている。そもそも条約締結権については,

もともと憲法が起草された時,他の箇所に比し

て綿密な検討が加えられたとは言い難いもので

あった。建国以前,そうした権限は概ね本国イ

ギリスに属していたから,偉大な建国の父達と

いえどもその点に関しては経験が不足していた

のである。建国の父達が恐れていたのは権力の

濫用であり,外交に関して,大統領と上院にそ

れぞれお互いに対する拒否権を持たせることで

権力の濫用を防止しようと考えていたのである

[Holt2000:1-13]c

アイゼンハワーは内容がどうであれ,当初か

ら憲法修正自体を望んでいなかった。そのこと

は,兄のエドガ-(EdgarN.Eisenhower)への

手紙04)の中でアイゼンハワーが以下のように書

いていることからわかる。

「行政府と立法府のバランスに関する建国の

父達の叡智は,何度も何度も示されてきたはず

だと私は思う。私は,改変されるべきではない

と立証するために憲法を修正する意味は無いと

思う。私が特に賛意を抱くのは,憲法が改変さ

れるべきではないということであり,それが修

正を望まない理由である」

結局,ブリッカーは,修正の本来の目的が果

たせないとしてノーランド案受け入れを拒絶し

た。さらに1953年12月19日,ブローネル司法長

官はブリッカーと会談し,「ウィッチ・クロー

ズ」を削除し,行政協定に関する条文を完全に

削除する案を提案した(15)が,再度ブリッカーは,

ウィッチ・クローズの削除に同意しないと伝え

てきた[GovernmentPrintingOffice1983:

1830主

このような趨勢の下,第八十四議会での表決

を間近にひかえた1954年1月11日,大統領は立

法協議の席上でブリッカー修正に対してはっき

りと反対意見を示している。
アイゼンハワー

は,ブリッカー修正について正確な知識を持っ

ている者は非常に少ないので(16)政権がこの間

題についてどのような信念を持っているのか

はっきり示すことで生じる政治的利益をよく認

識する必要があると述べる一方で,逆に信念を

持たなければ,政権は政治的にまずい状況に追

い込まれるだろうと示唆した。アイゼンハワー

にとって,ブリッカー修正を受け入れること

は,大統領が憲法擁護の義務を負っていること

から,憲法に背くことを意味していた。だから

あくまでも「ウィッチ・クローズ」に反対する

ために戦うというのがアイゼンハワーの真意で

あった。ブリッカーが,州政府までをも外交に

容曝させようとしているのが問題であり,本

来,外交は,合衆国全体で単一でなければなら

ないとアイゼンハワーは論じ,最後に条文につ

いてお互いに検討しあうことは歓迎するが,全

く妥協できない点もあると結んだ[Govern

mentPrintingOffice1983:1832]。
つまり,アイ

ゼンハワーの基本方針は,条約に対する憲法の

優位性を確立するために修正が必要であること
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を認めながらも,孤立主義からの脱却を目指す

勢力-の影響力を保持したままで妥協案を成立

させることにあった[GovernmentPrinting

Office1983:1834]。

アイゼンハワーがこのように自らの考えを

語った後,1月13日に行なわれた記者会見(lDで

一人の記者が以下のように質問した。

記者(18)蝣「大統領,ブリッカー修正についてあ

なたの現在の立場を,混乱をまねかないよ

うにお聞きしたい。 あなたは,制定法によ

り強要できない条件を州に押し付ける条約

を締結する権限の行使を不可能にする修正

をお認めになりますか」

この記者の質問は,非常に答えづらいもので

ある。記者の論法に従えば,ブリッカー修正に

反対することは,すなわち条約を締結すること

で「制定法により強要できない条件を州に押し

付ける」ことを大統領が是認することになる。

もちろんそうなれば,州または人民に留保され

た権限を保障する憲法第十修正に背くことにな

る。アイゼンハワーは以下のように慎重な言い

回しで質問に答えた。

大統領:「言っておかなければならないこと

は,あなたが持ち出した議題は,私の言い

たいことを正確に分かっていただくために

ちょっとしたレクチャーが必要だというこ

とだ。 (中略)0 歴史をひもとけば,連合規

約の下で各州は条約を拒否する権利を持っ

ていたことが分かるだろう。 そのため,(中

略)建国の父達は,適切に批准された条約

は,合衆国憲法をも含む国内法に優先する

と規定したのである。 それは,他国の同等

の代表と会談する合衆国の大統領や国務長

官といった個々の代表が,単一の政府を代

表し,より大きな権限を持って話し合える

ようにするためであった。 四十八の州政府

それぞれを代表するという不可能なことは

しようとはしなかったのである。 条約締結

権が我が国の憲法に反して利用されるとい

う不安が非常に高まっている。 あなた方の

中で,ノーランド上院議員がブリッカー修

正に代わる案を提議した際に私が出した声

明を覚えている人がいると思う。 その声明

の中で私は,私が進んで同意することがあ

ると言った。 つまり,我が国の憲法の条文

に抵触するいかなる種類の国際協定,条

約,行政協定も無効であるということに私

は同意する。 (中略)0 後法により条約の項

目を無効にする権限が議会にあることは疑

いもないことである。 我が国の憲法が損な

われる恐れがあれば,私はそのすべての修

正に同意するだろう」

条約によって「制定法により強要できない条

件を州に押し付ける」可能性の有無については

全く触れず,歴史的事実を引き合いに出しなが

ら,外交の代表権に関する問題を述べることに

より論点をぼかしている。 記者の質問が端緒と

なりブリッカー修正賛成派を殊更に刺激するよ

うな事態に陥らずにすんだのである。 しかし,

立法協議での発言とは異なり,アイゼンハワー

自身の言葉では,政権がブリッカー修正につい

てどんな信念を持っているのかはっきりとは示

されていない。これは,先述の通り,アイゼン

ハワー自身のブリッカー修正に対する関わり

を,公的な場では小さく見せようとした方針に

従ったのであろう。その傍証として,アイゼン

ハワー自身は,ブリッカー修正の具体的な条文

については一切触れていないということが挙げ
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られる。

さらに2月10日の記者会見(19)ではそうした姿

勢が如実に現れている。

「御存知の通り,私は我が国の憲法修正にお

いて公的な役割を担っていない。修正が下院の

三分の二の承認を得て,さらに上院でも承認を

得たとしても,それはそれで仕方ない。彼らが

そこで従っている手順についてだが,それは彼

らに任せておこう。私はそうした手順に関与す

るつもりはない。(中略)。私がいつも言ってい

ることは,アメリカ国民を安心させる修正以外

は必要ないということである。私は,たいへん

多くの草案を検討した中で,その日的に外れて

いないものに関しては,実際,反対していない。

それだけだ。私は,大統領と国務省が行なって

いる我が国の外交を妨げ,憲法により規定され

た権力分立を覆すようなことにただ反対してい

るだけである」

前半部分は,アイゼンハワーがブリッカー修

正に関して局外に立っているという繰り返し使

われたイメージをここでも打ち出している。ま

た,ここで使用されているレトリックは欠落三

段論法である。つまり,憲法により規定された

権力分立を覆すようなことに反対し,さらにア

イゼンハワー政権が事実上,ブリッカー修正に

反対していることを考慮すれば,憲法を侵害し

ているのはブリッカー修正であると聞き手に推

理させ納得させるという手法である。対象を直

接非難せず娩曲に非難する場合,欠落三段論法

は有効な手法だと考えられる。

この記者会見の後,ブリッカー修正は,1954

年2月25日,第八十四議会で表決にかけられた

が,結局,50対42の票差で否決された[Gov

ernmentPrintingOffice1954:2262]。ブリッ

カー修正成立阻止というアイゼンハワー政権の

目的は達成されたのである。ブリッカー修正が

否決された原因のすべてが,アイゼンハワー政

権が駆使した戦略にあるわけではないだろう

が,少なくとも一つの大きな原因となったのは

確かであろう。もちろん,そうした戦略は,議

会と大統領の関係を損なう可能性もあるので大

部分が表立ったものではなかった。ブリッカー

修正否決後,3月3日の記者会見ed)で大統領は

次のように話している。

記者(2V:「議会で行われたブリッカー修正に

関する討議の結果に満足していますか」

大統領:「私が言えることは,強くてより良

いアメリカを築くために絶対に不可欠な計

画に特別に貢献できて嬉しいということだ

けである。 私がブリッカー修正に関して言

えることはそれで全部です」

ブリッカー修正が破棄されたことは,見方に

よっては,大統領と議会との間の外交権限をめ

ぐる争いにおいて大統領が勝利したと見ること

ができる。しかし,アイゼンハワー政権にとっ

て「大統領の勝利」を喧伝するのは得策ではな

かった。なぜなら大統領の政策を推進するにあ

たっては,議会の協力が望ましいからである。

それ故,「強くてより良いアメリカを築くため

に絶対に不可欠な計画」という暖味な言葉が選

ばれたのであろう。これは一種のフェンス・メ

ンデイングとなりうる言葉である。

上院合同決議案第一号が否決された後,1954

年8月5日に上院合同決議案第百八十一号が,

さらに1956年12月にアイゼンハワー政権との妥

協案がブリッカーにより提議されたが,いずれ

も成立しなかった[Tananbaum1988:194-195,

206]。つまり,1951年から1957年の一連の提議
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の中でブリッカー修正をめぐる論争が最も過熱

したのは,以上で見てきた通り,1953年から

1954年であった[Garrett1972:196]c

4. 結語

「このブリッカー修正問題について聞いたこ

とがある全国の人々(少数であるが)は,フラ

ンクリン・ローズヴェルト大統領が第二次世界

大戦の間,権力を拡大しすぎたために憲法を危

機にさらしたという考えにとりつかれている。

また彼らは,国際機関が国連憲章により合衆国

の内政に干渉する権利を与えられていると確信

している。その結果,『ブリッカー修正』の文言

は,彼らの日には,憲法によって保障された権

利と自由を守るためには必要不可欠なものだと

映った」

アイゼンハワーは知人へ宛てた手紙[Gov

ernmentPrintingOffice1983:1833]の中でブ

リッカー修正が提議されるに至った背景を以上

のように分析している。
この分析に従えば,ブ

リッカー修正は,孤立主義的感情が発露したも

のだという見方だけではなく,20世紀に入って

から大統領権限が徐々に拡大しているという趨

勢を改めて問題視したものであったと位置付け

ることができる。当時の新聞などでは,アイゼ

ンハワーがブリッカー修正問題に深い理解があ

るのか疑問視する傾向もあったが,アイゼンハ

ワーは問題の本質を完全に理解していたのであ

る。

ブリッカー修正が結局成立することなく,そ

れどころか後にアイゼンハワー・ドクトリン担2)

に対する議会の支持を取り付けることにさえ成

功したことからも考えて,アイゼンハワーが駆

使した戦略は有効であったと考えることができ

る。アイゼンハワーに関する研究者の中で最も

著名な研究者の一人であるアンプローズ(Ste

phenE. Ambrose)の言葉によれば,アイゼンハ

ワーは「外交政策の主導権を大統領側に取り戻

した」[Ambrose1991/1992:125]のである。 戦

略の基本方針は,プリッカー修正以外の問題に

関して上院との協調関係を崩すことなく,ブ

リッカー修正に対してははっきりと政権側の反

対を伝えるというものであった。 その基本方針

の下,採用した戦略は,基本的にブリッカー修

正に関して強硬な反対を自ら示さず,代弁者に

よるか,もしくは水面下で反対を唱えることで

あった。このようにブリッカー修正成立阻止と

いう目的は達成されたのだが,もちろん,その

成功の要因がすべてレトリック戦略にあるとは

言えないOただ,それを主な要因の一つとして

数えることはできるだろう。

たとえ,ブリッカー修正が不成立に終わった

としても,ブリッカー修正の意義は薄れること

なく現在にまで及ぶものだと私は思う。 ブリッ

カー修正によって挙げられた諸問題点を確認す

ることは,国連や国際条約に対するアメリカ政

府の動静を読む場合,アメリカ政府の基本スタ

ンスを理解する一助になるからである。 加えて

ブリッカー修正問題を検討することは,大統領

と議会が具体的にどのような政治関係を構築し

ているのかという大きな枠組みを知るうえで,

有用な一考察になると私は思う。

〔投稿受理日2005. 5.25/掲載決定日2005. 6.2〕

注

(l)1951年9月14日,ブリッカーにより上院合同決

議案第百二号が提議されてから,ブリッカーが

1956年12月に作成した修正案に関して政権側との

妥協が実らなかった時期までを指す。 その後,ブ
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リッカーは1958年の選挙で落選している。

(2)1952年4月11日にアメリカ法曹協会の地方会合

で行なわれた演説ロ

(3)LetterfromJohnFosterDullestoDwightD.

Eisenhower,January20,1954(,わhnFosterDulles

ChronologicalFilesBox6所収).

(4)MemorandumforthePresident,theWhite

House,March31,1953.Subject:BrickerResolu

tion(わhnFosterDullesChronologicalFilesBox2所

収).

(5)ThePresident'sNewsConferenceofMarch19,

1953(PublicPapersofthePresidents:DwightD.Eisen

hower1953:pp.109-110所収).

(6)シカゴ・トリビューンのLaurenceH.BurcL

(7)ThePresident'sNewsConferenceofMarch26,

1953(PublicPapersofthePresidents:β吻htD.Eisen

hower1953:p.132所収).

(8)クリスチャン・サイエンス・モニターのNeal

A. Star止ord。

(9)各節の内容およびそれに関する討議について

は,Johnson,LochK,[1984],pp.93-100を参照され

-A-し。

ThePresident'sNewsConferenceofJuly1,

1953{PublicPapersofthePresidents:DuiightD.Eisen

hower1953:pp.469-470所収).

(ll)CharlotteObserver,July7,1953.

SanFranciscoExaminer,July25,1953.

StatementbythePresidentonaProposed

AmendmenttotheConstitutionRelatingto

Treaties.July22,1953[PublicPapersofthe

Presidents:DwightD.Eisenhower1953:pp.509-511所

収).

(14)LetterfromDwightD.EisenhowertoEdgar

Eisenhower,March27,1953(TheDiariesofDwight

D. Eisenhower,1953-1961Box3所収).

(15)MemorandumofMeetingwithCongressional

LeadersonBrickerAmendment,Dec.19,1953

(JohnFoster加IiesChronologicalFilesBox6所収).

(16)ブリッカー修正に対する国民の認知度はかなり

低く,1953年10月7日の調査で,ブリッカー修正

について聞いたり読んだりしたことがあると答え

た人の数は全体の二割にも満たなかった。その後

の調査でもブリッカー修正についてその内容まで

正確に把起している人の数は全体の一割にも満た

なかった[AmericanInstituteofPublicOpinion

1972:1176,1206]。

(17)ThePresident'sNewsConferenceofJanuary

13,1954{PublicPapersofthePresidents:DwightD.

Eisenhower1954:pp.51-53所収).

(18)バッファロー・イブニング・ニュースのNat

S. Finney。

ThePresident'sNewsConferenceofFebruary

10,1954{PublicPapersofthePresidents:DwightD.

Eisenhower1954:pp.251-252所収).

ThePresident'sNewsConferenceofMarch3,

1954[PublicPapersofthePresidents:DwightD.Eisen

hower1954:p.296所収).

(21)バッファロー・イブニング・ニュースのNat

Finney。

¢2)アイゼンハワー.ドクトリンを受け入れること

により,議会は,国際共産主義が支配する国に

よって軍事攻撃にさらされている国に対し支援を

与える必要憶があると大統領が判断した場合,合

衆国の軍事力を中東地域で行使する権限を大統領

に認めたのである[Ambrose1991/1992:121]c
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